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お申込み・ご予約・お問い合わせは 

産業振興課 産業支援グループ 
電話：03-3579-2172 

FAX：03-3579-9756 

173-0004 板橋区板橋ニ丁目 65 番 6 号 

板橋区情報処理センター５階 

http://www.city.itabashi.tokyo.jp/  
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板橋区は、中小企業の育成と振興のため、融資のあっせんと利子補給を行っています。東京信

用保証協会の信用保証制度とともに、低利で安定的な資金調達のお手伝いをします。 

公的産業融資には、さまざまなものがありますが、区の産業融資も含め、以下のように使い分

けられると便利です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京信用保証協会と連携する融資で

は、信用保証協会を初めて利用される場

合、お時間がかかることがあります。直

接公的融資を受けたい方は、日本政策金

融公庫や商工中金をご検討ください。 

また、経済環境の激変等に対応するた

め、日本政策金融公庫では「セーフティ

ネット貸付」を実施し、商工中金でも対

応しております。追加融資などにご検討

ください。 
 

■日本政策金融公庫 板橋支店 
03-3964-1811（国民生活事業） 

http://www.jfc.go.jp/  

■商工中金池袋支店 03-3988-6311 
 

●公的融資を受けたい 

●公的融資の追加融資を受けたい 

1 件で 5 千万円以上の融資を受けたい

ときは東京都の制度融資をご検討くださ

い。また、東京都の制度融資では、板橋区

外における事業にかかる資金についても

ご利用いただける融資を用意しています。 

条件等がございますので、ご検討の際は

以下で確認・お問い合わせください。 
 

■東京都産業労働局 金融部金融課 
03-5320-4877（都の制度融資） 

★ 国のセーフティネット制度に対応した東京都の

制度融資もございます。 

●５千万円以上の融資を受けたい 

●区外の設備等にかかる融資を受けたい 

 

 

経済環境の激変等のため保証協会の通

常保証枠を超えて資金が必要なときは、中

小企業信用保険法第 2 条第 5 項（「セーフ

ティネット保証制度」）に基づく区の認定

を受けると、保証協会の審査を経た上で保

証枠が増額され、これに基づく融資が受け

られます。 

>>詳しくは区ホームページをご覧ください 

●保証協会の保証枠を超えて追加融資 

を受けたい 

 

 

必要とする融資金額がそれほど大き

くないとき（5 千万円以下）は、低利で

融資を受けることができ、融資後の利子

の一部が一定期間、区から補給される、

板橋区産業融資制度が最適です。 

 

 

>>詳しくは 3 ページ以降をご覧ください 

●5 千万円以下の融資を受けたい 

●低利で融資を受けたい 

板橋区産業融資制度 セーフティネット保証制度 

日本政策金融公庫・商工中金 東京都中小企業向け融資制度 

～ 制度の利用条件など ～ 



 

●3● 

 

区の産業融資をご利用いただける方 

板橋区の産業融資制度をご利用いただけるのは、以下のすべての要件を満たす「中小企業者（NPO 法

人含）」です。 

 

 

 

 

 

 
  (※)ソフトウェア業・情報処理サービス業・建設業・不動産業・運送業・出版業などを含む 

1 法人の場合、本店登記および活動実態が区内にある方 

2 個人の場合、確定申告上の主たる売上のある事業所が区内にある方（事業主の住所地は問いません） 

3 １年以上同一事業を営んでいる方 

（創業支援融資、研究開発支援融資を除く） 

4 申込みをする日までに納期が到来した区税（住民税、軽自動車税）もしくは法人都民税を完納して

いる方 

5 東京信用保証協会の保証対象業種を営んでいる方 

（対象外業種の例：農林・漁業、遊興娯楽業の一部、金融業等を営んでいる方、宗教法人の方） 

6 許認可などの必要な業種については、その許認可などを受けている方 

7 資金の使途が適切であり、かつ、返済能力のある方 
 

注１．区外に主たる事業所を有し、１年以上同一事業を営み、区内でも事業を展開する事業者は、区外事業者融資

を利用することができます。 

 

区の産業融資をご利用いただくことができない方 

上記「区の産業融資をご利用いただける方」のすべての要件を満たしている場合であっても、以下のい

ずれかに該当する方は、区の産業融資をご利用いただくことはできません。 

1 (公財)板橋区産業振興公社（旧（財）板橋区中小企業振興公社）または東京信用保証協会から代位

弁済を受け、現に債務が残っている方、返済完了後 6 か月以内の方、もしくはその方の連帯保証人

となっている方 

2 区の既存産業融資で延滞等、返済が困難な方 

3 金融機関から取引停止処分を受けている方 

4 ３か月以上休業中の方（事業所の改築又は改装による場合は６カ月以上休業の方）及び事業再開後

１年が経過していない方 

5 借入金の返済(借換融資制度を除く)、税金の支払、生活費などのための資金として利用する方 

6 過去、産業融資について申込内容と異なる使い方をした方 

7 東京都暴力団排除条例第 2 条に定める暴力団、暴力団員、暴力団関係者、規制対象者等 

8 区内に事業所の実態がない方、または青少年健全育成にふさわしくない事業を営んでいるなど、区

が不適当と認める方  

卸売業 

資本金 1 億円以下 

または 

従業員数 100 人以下 

サービス業 

資本金 5 千万円以下 

または 

従業員数 100 人以下 

製造業等(※) 

資本金 3 億円以下 

または 

従業員数 300 人以下 

小売業 

（飲食業を含む） 

資本金 5 千万円以下 

または 

従業員数 50 人以下 
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お申込みから借り受けまでの流れ（区の窓口でお申込みの場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① お申込みに必要な書類がそろいましたら、窓口へお越しください（郵送不可）。創業・経営改善

特例融資等、計画書の提出が必要な融資の申込については、あらかじめ電話での面談予約が必

要です。 

② 融資の種類によっては、中小企業診断士が企業診断を実施し、区があっせんの可否を判断いた

します。 

③ 区から取扱金融機関に融資のあっせん書を発行いたします。取扱金融機関は、12 ページの産

業融資取扱金融機関の中からご指定ください。 

④ 取扱金融機関とお客様とのご相談により、東京信用保証協会等に保証を申し込みます。 

 

 

 

東京信用保証協会等の審査に基づいて保証が決定されます。 

（審査により、保証されない場合があります。） 

⑤ 取扱金融機関が状況を総合的に審査し、融資を実行します。 

（審査により、融資が否決される場合や、融資額が減額される場合があります。） 

  

中小企業診断士が経営に関するご相談をお受けします 

 産業融資の利用の有無を問わず、中小企業の経営の改善や安定化を目的として、中小企業診断士

等の専門家が経営・金融・情報化など経営全般にわたってご相談に応じています。 

創業・経営改善特例融資、事業承継資金融資等、計画書の提出が必要な融資を申込む場合は面談

が必須となりますので、お電話にてご予約ください。 

 

 

 

 

 

 

～ ご利用の流れ ～ 

申込者 取

扱

金

融

機

関 

融資申込 
（窓口） 

保証決定 
東
京
信
用
保
証
協
会 

融資の実行 

相談・診断の実施 
※融資の種類によります 

板橋区 

融資あっせん書の発行 保証申込(必要な場合) 

■ 東京信用保証協会 池袋支店    03-3987-5445 

● 相談窓口：産業振興課（板橋 2-65-6 板橋区情報処理センター5 階） 

● 相談時間：月～金曜の午前 9 時～午後 5 時（12 時～1 時を除く、1 時間毎） 

● 申込方法：要電話予約（03-3579-2172） 

※「創業相談」「経営相談」「事業承継相談」のいずれかをお申し付けください。 
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利子の一部を区が助成します（利子補給） 

板橋区の産業融資には、利子の一部を区が助成するものがあります。 

利子補給の請求については、借受者に代わって利用金融機関が代理で行い、約 2 か月後に金融機

関を通して借受者の口座へ利子補給金を振込みます。 

補給金額は、当初貸付時の返済方法に基づく元金に基づいて計算されます。ただし、実際の残存

元金がこれを下回る場合は、実際の残存元金に基づいて計算されます。 
また、次のいずれかに該当した場合は利子補給を停止もしくは補給率を引き下げます。停止の要

件に該当したとき以降に補給したものについては、遡って返還していただきますのでご注意ください。 

1 事業を廃止したとき、または事業を３か月以上休業したとき（事業所の改築又は改装による

場合は６か月以上休業したとき） 

2 主たる事業所または本店登記を区外に移したとき 

3 当該融資の期限の利益を喪失したとき 

4 申込みの内容に偽りがあったとき（申込みの内容と異なる使い方をしたときなど） 

5 返済条件変更や延滞などにより当初実行の終回返済日を過ぎてしまったとき 

6 優遇加算措置に該当しなくなったとき（商店会やハイライフいたばしを退会したときなど） 

7 その他公序良俗に反すると思われる行為があったとき 
 
 

東京都中小企業制度融資（信用保証料補助）との併用について（東京都制度） 

  板橋区の産業融資と東京都の融資制度双方の要件を満たす方は、区の利子補給と都の信用保証料 

補助との併用ができる場合があります。 

  対象となる方は以下のいずれかの区制度を利用する方です。 

（P6～制度名下に★がついている制度）    

区制度 都制度 保証料補助 

小口資金融資(板小) 
小規模企業向け融資「小口」 

１／２ 
小口資金融資 経営改善特例 

創業支援融資 創業融資 

事業承継資金融資 事業承継（融資対象１） 

※板橋区融資制度の『小口資金融資借換特例』は対象となりません。 

※利率によっては併用ができない場合があります。 

  

東京都制度利用の場合、信用保証協会への申込時に追加資料の提出が必要となります。以下の 

東京都ホームページでご確認ください。  ※一部対象外の金融機関があります。ご注意ください。 

 

 

 

 

 

 
 

 

≪東京都融資制度 HP≫ 

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/ 

≪必要書類について≫ 

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/syorui/ 
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◆利率：固定金利  ◆償還方法：元金均等償還  ◆保証等：金融機関との協議により、必要に応じて 

融 資 の 種 類  利 用 対 象 者 ・ 条 件 な ど 

 

一 

般 

制 

度 

事 業 資 金 融 資 

【板事業】  

本
社
が
区
内
、
か
つ
業
歴
１
年
以
上 

中小企業者 

 
経 営 改 善 

特 例 

経営を改善したい、もしくは新しいことにチャレンジしたい中小企業者 

※ 拡張、転換(第 2 創業)でもご利用いただけます 

※ 申込時に中小企業診断士が計画書に基づいた経営診断を行います。 

設備資金融資  

【板設備】  
中小企業者 

も の づ く り 

設 備 資 金 

融 資 

【 板 も の 】 

以下の融資条件すべてに該当する中小企業者 

① 日本標準産業分類表 大分類 Eー製造業（中分類 09～32）24 業種に該当する事業を営んでいて(主

たる事業でなくてかまいません。)、そのことが書類等で確認できること 

② 融資総額における対象設備資金の割合が 5 割以上あること 

※対象設備資金とは、事業用機械・機器の購入・設置に係る資金または工場や事業所等の修繕等に係る

資金をいいます。〔対象設備資金に含まれないものの例：車両の購入、賃貸物件の修繕に係る資金等〕 

※お申込時点で対象設備資金の割合が 5 割以上あった方が、実際の融資実行時には減額等のため 5 割未

満となった場合、「ものづくり設備資金融資」は受けることができません。 

③ 購入する機械・機器の設置場所、または修繕等を行う工場や事業所等の所在地が板橋区内であること。

また、そのことが見積書に明記されていること 

短期資金融資  

【 板 短 】  
中小企業者 

借換資金融資  

【 板 借 】  

以下の融資条件すべてに該当する中小企業者 

① 借換を行う既存融資がすべて板橋区の産業融資であること 

② 借換を行う既存融資について６か月以上、約定どおり元金返済が継続されていること 

③ 借換を行う既存融資が１本のみの場合、追加融資を含めること 

※ 再借換（「小口資金融資 借換特例」を対象とした借換を含む）にはご利用いただけません。 

※ 追加融資の上限額は 3 千万円となります。 

※ 複数の融資の一本化や、異なる金融機関で行った融資の借換にもご利用いただけます。 

※ お申し込みには所定の「借換同意及び誓約書」が必要です。 

上記一般制度内で３本まで、８千万円を限度として併用できます。ただし資金使途が同一のものを分割し、同時期(概ね 3カ月以内)に複数申請する 
（注１） 「特別小口保険制度」に該当するなどの理由により、東京信用保証協会の信用保証割合が 100％（責任共有制度対象外）となった場合、 

（注２） 東京信用保証協会の信用保証を付けて融資を申込む場合で、一括償還の場合、融資期間は 6 ヶ月(据置は 5 ヶ月)以内までとなります。 
 

◆利率：固定金利  ◆償還方法：元金均等償還・一括償還  ◆保証等：東京信用保証協会の信用保証を 

融 資 の 種 類  利 用 対 象 者 ・ 条 件 な ど 

全

国

統

一

保

証

制

度 

小口資金融資  

【 板 小 】  

★（P5 東京都制度併用対象） 
本
社
が
区
内
、
か
つ
業
歴
１
年
以
上 

小規模企業者（注 3） 

（注 3）中小企業信用保険法第 2 条第 3 項に定める小規模企業者：従業員 20 人以下（小売業・卸売

業・サービス業については 5 人以下）※NPO 法人は除く 

 

経 営 改 善 特 例 

★（P5 東京都制度併用対象） 

経営を改善したい、もしくは新しいことにチャレンジしたい小規模企業者（注 3） 

※ 拡張、転換(第 2 創業)でもご利用いただけます 

※ 申込時に中小企業診断士が計画書に基づいた経営診断を行います。 

借 換 特 例  

以下の融資条件すべてに該当する小規模企業者（注 3） 

① 借換を行う既存融資がすべて板橋区の産業融資であること 

② 借換を行う既存融資について６か月以上、約定どおり元金返済が継続されていること 

③ 借換を行う既存融資が１本のみの場合、追加融資を含めること 

※ 借換対象は同一金融機関の融資に限ります。 

※ 再借換および責任共有制度の対象となる融資の借換にはご利用いただけません。 

※ お申し込みには所定の「借換同意及び誓約書」が必要です。 

小口資金融資は責任共有制度の対象外となる全国統一の保証制度（小口零細企業保証制度）に準拠したものであり、東京信用保証協会の信用保証 

一般制度と併用することもできます。また、小口保証枠内（保証残高 2,000万円以内）であれば、ご利用本数に制限はありません。ただし経営 

～ 平成 31 年度 融資制度一覧【１】～ 
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連帯保証・担保・東京信用保証協会の信用保証を付けることとなります。（一般保証枠内） 

融資限度額 資金使途 利 率 融資期間 区利子補給期間・割合 

3,000 万円 運転・設備 
長期プライムレート 

＋0.2％ 以内（※注１） 
7 年(84 か月)以内 

(据置 6 か月以内含む ※注 2) 

42 か月目 

まで 

4 割補給 

(上限 1.5%) 

3,000 万円 運転・設備 
長期プライムレート 

＋0.2％ 以内（※注１） 
7 年(84 か月)以内 

(据置 6 か月以内含む ※注 2) 

42 か月目 

まで 

7 割補給 

(上限 3.0%) 

5,000 万円 設   備 
長期プライムレート 

＋0.2％ 以内（※注１） 
10 年(120 か月)以内 

(据置 1 年以内含む ※注 2) 

60 か月目 

まで 

3 割補給 

(上限 1.0%) 

5,000 万円 

設      備 
（運転との
併用可） 

長期プライムレート 

＋0.2％ 以内（※注１） 

10 年(120 か月)以内 

(据置 1 年以内含む ※注 2) 

60 か月目 

まで 

9 割補給 

(上限３.0%) 

1,000 万円 運   転 
長期プライムレート以内 

（※注１） 
1 年(12 か月)以内 

(据置 6 か月以内含む ※注 2) 

12 か月目 

まで 

6 割補給 

(上限 3.0%) 

5,000 万円 

（追加融資は

3000 万円以

内） 

運転・設備 
長期プライムレート 

＋0.2％ 以内（※注１） 

10 年(120 か月)以内 

(据置なし) 

ただし既存融資の残りの 

返済期間より長期とすること 

42 か月目 

まで 

2 割補給 

(上限 1.0%) 

ことはできません。また、経営改善特例・短期資金融資については、それぞれ完済前に新たに申込むことはできません。 
上記の各利率から 0.2％差し引いた値が上限利率となります。 
 

 

付けることとなります（小口保証枠内）。原則として第三者保証や担保を要しません。 

融資限度額 資金使途 利 率 融資期間 区利子補給期間・割合 

2,000 万円 

（※注 4） 
運転・設備 長期プライムレート以内 

6 年(72 か月)以内 

(据置 6 か月以内含む ※注２） 

36 か月目 

まで 

6 割補給 

(上限 3.0%) 

2,000 万円 

（※注 4） 
運転・設備 長期プライムレート以内 

6 年(72 か月)以内 

(据置 6 か月以内含む ※注２） 

36 か月目 

まで 

8 割補給 

(上限 3.0%) 

2,000 万円 

（※注 4） 
運転・設備 長期プライムレート以内 

10 年(120 か月)以内 

(据置なし) 

ただし既存融資の残りの 

返済期間より長期とすること 

36 か月目 

まで 

3 割補給 

(上限 1.0%) 

割合が原則として 100％となります。    （注 4）信用保証協会の保証付融資残高が 2,000 万円以内 

改善特例については、完済前に新たに申込むことはできません。 

板橋区産業振興課 03-3579-2172 
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◆利率：固定金利   ◆償還方法：元金均等償還    

融 資 の 種 類  利 用 対 象 者 ・ 条 件 な ど 保証等 

 

特 
 

別 
 

制 
 

度 

創業支援融資  

【 創 業 】  

★（P5 東京都制度併用対象） 

以下の融資条件すべてに該当する方 

① 申込日現在 20 歳以上である方 

② 区内でこれから開業する方、または開業後 1 年未満の方 

③ これから開業される場合は、融資実行時点で、事業を営んでいない個人である

こと。開業されている場合は事業開始日時点で、事業を営んでいない個人であ

った方。 

④ 事前の事業計画および経営診断が妥当と認められた方 

 

※ 申込時に中小企業診断士が計画書に基づいた経営診断を行います。 

※ 許認可が必要な業種でお申し込みされた場合、原則として融資の実行は許認可

取得後となります。 

※ 一般制度や研究開発支援融資と併用することができます。 

※ 創業後 1 年以内の同一制度の追加融資は受けられません。 

東京信用保証協会の信用

保証を付けることとなり

ます。 

※ 原則として第三者保証

や担保を要しません。 

事業承継資金融資 

【 承 継 】 

★（P5 東京都制度併用対象） 

業
歴
１
年
以
上 

以下の融資条件のいずれかに該当する中小企業者 

① 事業承継を 5 年以内に行う計画を策定し、計画の実行に取り組む方 

② 事業を承継した日から 5 年未満であって、事業計画を策定し、承継後

の経営の安定化等に取り組む方 

 

※ 申込時に中小企業診断士が計画書に基づいた経営診断を行います。 

※ 一般制度とあわせて３本まで、合計８千万円を限度として併用できます。 

※ 完済前に新たに申し込むことはできません。 

金融機関との協議により、

必要に応じて連帯保証・担

保・東京信用保証協会の信

用保証を付けることとな

ります。（一般保証枠内） 

団 体 融 資 

【 団 体 】  

設
立
後
１
年
以
上 

以下の融資条件すべてに該当する団体 

① 主として中小企業者により構成されている団体 

② 事務局が区内にある団体 

③ 構成員の 3 分の 2 以上が区内に事業所を有している団体 

 

※商店街振興融資の利用対象者は、以上の融資条件すべてに該当し、国・

都・区の施策と密接なかかわりのある事業を行う商店街振興組合等 

金融機関との協議により、

必要に応じて連帯保証・担

保・東京信用保証協会の信

用保証を付けることとな

ります。（一般保証枠内） 

※ 原則として理事・役員

の連帯保証が必要です。 商店街振興融資 

区外事業者融資 

【板区外】  

業
歴
１
年
以
上 

 本社登記は区外であるが、店舗または事業所が区内にある中小

企業者 

金融機関との協議により、

必要に応じて連帯保証・担

保・東京信用保証協会の信

用保証を付けることとな

ります。（一般保証枠内） 
研究開発支援融資 

以下の融資条件すべてに該当する方 

① 区内に本社登記をおく中小企業者、または区内で開業する方 

② 新技術・研究開発に要する経費や、知的財産を活用するための資金を必要とす

る方 

※ 申込時に中小企業診断士が計画書に基づいた経営診断を行います。 

原則として創業支援融資は東京信用保証協会の信用保証割合が 100%（責任共有制度対象外）となります。ただし、条件によっては責任共有対象 

また、それ以外の融資についても信用保証割合 100%となる場合があります。 
（注５） 事業承継資金融資・区外事業者融資については、「特別小口保険制度」に該当するなどの理由により、東京信用保証協会の信用保証割合が 

（注６） 研究開発支援融資の利率は各金融機関が定めるため、取扱金融機関や申込者によって異なります。 

 

 

 

～ 平成 31 年度 融資制度一覧【２】～ 
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融資限度額 資金使途 利 率 融資期間 区利子補給期間・割合 

原則 

2,000 万円 

（開業前の方は 

自己資金の範囲内

が目安となりま

す。） 

 

運転・設備 長期プライムレート以内 
7 年(84 か月)以内 

(据置 1 年以内含む) 

42 か月目 

まで 

8 割補給 

(上限 3.0%) 

5,000 万円 運転・設備 
長期プライムレート 

＋0.2％ 以内（注 5） 

10 年(120 か月)以内 

(据置 1 年以内含む ※P6 注 2) 

60 か月目 

まで 

9 割補給 

(上限３.0%) 

振興組合・協同組合 

5,000 万円 
上記以外の団体 

3,000 万円 

運転・設備 
長期プライムレート以内 

（注 5） 

8 年(96 か月)以内 

(据置 6 か月以内含む) 

48 か月目 

まで 

6 割補給 

(上限 3.0%) 

8,000 万円 運転・設備 
長期プライムレート以内 

（注 5） 

8 年(96 か月)以内 

(据置 6 か月以内含む) 

48 か月目 

まで 

6 割補給 

(上限 3.0%) 

3,000 万円 運転・設備 
長期プライムレート 

＋0.2％ 以内（注 5） 

7 年(84 か月)以内 

(据置 6 か月以内含む) 
利子補給はありません 

3,000 万円 運転・設備 
金融機関が定める利率 

（注 6） 

8 年(96 か月)以内 

(据置 1 年以内含む) 

96 か月目 

まで 

5 割補給 

(上限 5.0%) 

となる場合もあります。 
 

100%（責任共有制度対象外）となった場合、各利率から 0.2%差し引いた値が上限利率となります。 

 

 
 
 

板橋区産業振興課 03-3579-2172 
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   ☑ 
法    人 個    人 

提出書類 注意事項 提出書類 注意事項 

1 □ 産業融資申込書 
 区ホームページからダウンロー
ドできます 

産業融資申込書 
 区ホームページからダウンロー
ドできます 

2 □ 
情報提供に関する 

同意書 

 小口資金融資（特例含む）を申請
される場合のみ 
※金融機関持込の場合は不要 

情報提供に関する 

同意書 

 小口資金融資（特例含む）を申請
される場合のみ 
※金融機関持込の場合は不要 

3 □ 借換同意及び誓約書 
 借換資金融資、小口借換特例を

申請される場合のみ 
借換同意及び誓約書 

 借換資金融資、小口借換特例を 

申請される場合のみ 

4 □ 

法人税確定申告書及び

決算書一式 

（全ページのコピー） 

※直近２期分 

税務署受領印のあるもの 
※電子申告の場合、受領印に代え

て、メール詳細等、税務署発行の受領
を証明する文書を添付すること 

所得税確定申告書及び

決算書一式 

（全ページのコピー） 

※直近 2 年分 

税務署受領印のあるもの 
※電子申告の場合、受領印に代え 

て、メール詳細等、税務署発行の受領
を証明する文書を添付すること 

5 □ 

法人都民税の領収書 

（コピー） 

または 

納税証明書（原本） 

 

※非課税の場合も必要 

 上記 4 の決算期 2 期分と一致す

るもの 
 
※確定申告の期限を延長したこと

により課税額が確定していない、
または納税期限未到来の場合、期
限延長の申請書類のコピーを添付

すること 

事業主の個人住民税 

領収書（コピー） 

または 

納税証明書（原本） 

※非課税の場合は「非

課税証明書」 

平成 30年度 1年分及び平成 31年
度最新納期到来分まで 

※普通徴収の場合、納期はそれぞれ 
6月,8月,10月,1月の末日 
※区外在住の方は板橋区に納付し

た事業所課税（均等割）の領収書ま
たは納税証明書 

軽自動車税の領収書 

（コピー） 

または 

納税証明書（原本） 

直近 1年度分 
※対象となる車両を所有していな

い場合は不要 
※減免の場合は「減免決定通知書」
コピーが必要 

6 □ 
法人実印の印鑑証明書 

（原本） 
発行後 3 か月以内の最新のもの 

事業主の印鑑証明書 

（原本） 
発行後 3 か月以内の最新のもの 

7 □ 
履歴事項全部証明書 

（商業登記簿謄本） 

（原本） 

発行後 3 か月以内の最新のもの  

8 □ 営業許可証・開設届・資格取得証明書 等のコピー（許認可や資格が必要な業種のみ） 

9 □ 

設備資金を申請される場合のみ「見積書」（コピー可） 

① 納品場所として板橋区内の事業所住所が明記されているもの（車両の場合は不要） 

② 見積業者の押印のあるもの 

③ 有効期限内のもの（有効期限の記載のないものについては発行後 1 か月以内のもの） 

④ 原則として件名が「見積書」となっているもの（または見積書に類するもの） 

※ 原則として、申込前に支払いを行った場合、自己資金で対応可能とみなせるため、融資の対象となりません。 

※ 支払い方法を割賦とした場合、融資の対象となりません。 

※ 業務用車両の購入について、必要以上の高級車や業務と無関係な装備を追加した車は、融資対象外となります。

（例えば、改造車・４ＷＤ車は業務上必要があると認められる場合を除き、融資の対象となりません。）     

自動車 3税（自動車税・取得税・重量税）はあっせん対象金額から除外されます。 

※ 融資対象の設備設置場所は区内に限ります。区外の工場や店舗の設備増強・修繕工事等は対象となりません。 

※ 建物修繕や外壁工事において、その一部を自己の居住の用に供している場合、見積書の総額を床面積で按分する

ことがあります。その場合、各床面積を確認できる書類（登記簿謄本のコピー等）を添付してください。 

※ 土地建物の取得費用は、融資対象ではありません。不動産事業主でも認められません。 

10 □ 
ものづくり設備資金融資を申請される場合は、対象業種を営んでいることを証明する書類（詳細は区ホームページ） 

原則として、ご提出いただいた証明書類は返却いたしません。必要な方は、コピーをご提出ください。 

11 □ 
利子補給優遇を申請される場合は、優遇事由を証明する書類（詳しくは次ページ） 

原則として、ご提出いただいた証明書類は返却いたしません。必要な方は、コピーをご提出ください。 

（注１） ３～9 の書類は、産業融資あっせん書とともにご指定の金融機関あてに郵送します。 

（注２） 区、金融機関または東京信用保証協会より、必要に応じて上記以外の書類を求められることがあります。 

（注３） NPO 法人の方が申し込む際は別途事業報告書等が必要になります。 

～ お申込みに必要な書類 ～ 
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【各種証明書の請求場所】 ※証明書の発行にはそれぞれ所定の手数料がかかります。 

●個人住民税、軽自動車税の納税証明書 
●印鑑証明書（個人実印） 

板橋区役所 南館 1 階２番窓口または区民事務所 
※事業所課税（均等割）の問合せは北館３階１２番窓口 

●法人都民税の納税証明書 
板橋都税事務所 板橋区大山東町 44-8 
03-3963-2111 

●印鑑証明書（法人実印） 
●履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本） 

東京法務局板橋出張所 板橋区板橋 1-44-6 
03-3962-7605（証明書発行窓口の専用電話） 

【利子補給の優遇加算措置】 
下記の表に該当する方が区の産業融資をご利用になる場合、融資の種類ごとに定められた利子補給割

合に加算されます。（区外事業者融資には適用されません） 

☑ 加 算 該 当 項 目 
加算

割合 
必 要 な 書 類 

□ 
商店街連合会に加盟している商店会に加入している 

※利子補給期間中も加入していること 
1 割 

商店会加入証明書(融資申込書裏面)ま
たは直近の会費領収書の写し など 

□ 
【板橋製品技術大賞】H29 年度以降に受賞 審査委員賞 1 割 

受賞・採択の決定通知 など 

最優秀賞、優秀賞、審査委員長賞、テーマ賞 3 割 

□ 【開発チャレンジ補助金事業】H29 年度以降に採択 1 割 

□ 【いたばし働きがいのある会社賞】H29 年度以降に受賞された方 1 割 

□ 【いたばし good balance 会社賞】H29 年度以降に受賞された方 1 割 

□ 
板橋区勤労者福利共済制度【ハイライフいたばし】に加入している  

※利子補給期間中も加入していること 
1 割 

会員カードまたは会費の領収書の写し 
など 

□ 
次世代育成支援対策推進法に基づく【一般事業主行動計画】を策定

している 
1 割 

東京労働局の受付印のある一般事業主
行動計画策定届の写しおよび行動計画 
など 

□ 
板橋区健康づくり協力店、いたばしエコ・ショップ 

※認定期間中の方 
1 割 

健康づくり協力店：実施申込書の写し
いたばしエコ・ショップ：通知書の写し 

□ 
ISO14001 取得企業、エコアクション 21 認証企業、板橋エコアク

ション継続取組企業（1 年以上継続的な取り組みがあること） 
1 割 

ISO・エコアクション 21： 
認証機関発行の登録証の写し 

板橋エコアクション： 
区発行の活動確認証の写し 

□ 
板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金交付企業 

（H29 年度以降に申請し、交付決定を受けていること） 
3 割 交付決定通知の写し など 

□ 
災害により事業所等がり

．
災した企業（発生日が H29 年度以降） 

※大規模な災害に際し、臨時制度等の対応に変更する場合があります。 
3 割 り

．
災証明書の写し 

□ 
事業主または法人代表者が創業４分野マスターコースを受講修了

している（H29 年度以降に受講終了した方） 
1 割 － 

□ 

業況が悪化している不況企業など、中小企業信用保険法第 2 条第 5

項第 5 号（セーフティネット保証 5 号）の認定要件に適合する中小

企業者 

※認定書の取得・提出は不要 

1 割 

① セーフティネット保証 5号の計算表 
② 対象期間の売上高がわかる「残高試

算表」や「売上元帳」写しなど 
③ 対象業種を営んでいることが確認

できる書類 

□ 
認定支援機関または企業活性化センターで策定した経営改善計画

に基づくモニタリングを受けている 
1 割 

「経営改善計画書」の写しなど、認定
支援機関の名称や計画期間、モニタリ
ング状況などが確認できる書類 

□ 板橋区簡易型 BCP 策定支援認定企業 １割 認定証の写し 

□ 
生産性向上特別措置法に基づく「先端設備等導入計画」認定企業 

※計画の認定対象となった設備の導入資金として申し込む場合に利用可能 
１割 認定書 及び 先端設備導入計画の写し 

（注１） 複数の項目に該当する場合は各加算割合を合算することができます。ただし各加算該当項目内の組み合わせでは加算

割合を合算することはできず、また合わせて 10 割を越えることはできません。 

（注２） 利子補給割合が 1 割加算されるごとに、融資の種類ごとに定められた利子補給の加算上限率も原則として 0.5%上昇

します。（研究開発支援融資は除く。） 
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    平成 31 年 4 月 1 日現在 97 支店 

 金融機関 支 店 所在地 電話番号 金融機関 支 店 所在地 電話番号 

都 

市 

銀 

行 

・ 

地 

方 

銀 

行 

み ず ほ 

銀   行 

板 橋 本町 36-7 3962-5111 
り そ な 

銀 行 

板 橋 板橋 3-1-1 3962-1131 

蓮 根 坂下 2-33-8 3969-1211 常 盤 台 常盤台 2-6-6 3960-6101 

志 村 志村 2-1-1 3966-1251 成 増 成増 2-21-6 3930-3181 

池 袋 西 口 豊・西池袋 1-15-2 3984-7111 埼玉りそな銀行 和 光 和光市本町 2-1 048-461-5691 

池 袋 豊・東池袋 1-1-6 3983-7221 群 馬 銀 行 池 袋 豊・池袋 2-1-6 3984-1601 

東 武 練 馬 徳丸 2-6-1 3934-1101 武 蔵 野 

銀 行 

和 光 和光市下新倉 1-1-1 048-462-8451 

成 増 成増 2-11-2 3930-5121 板 橋 上板橋 1-19-16 3932-1611 

大 山 大山町 6-1 5995-2101 

き ら ぼ し 

銀 行 

板 橋 本 町 本町 14-11 3961-6181 

三 菱 

U F J 

銀 行 

新 板 橋 
板橋 4-11-1 3961-1631 

上 板 橋 常盤台 4-33-12 3934-1511 

板 橋 板 橋 板橋 1-17-1 3963-3681 

滝 野 川 (受付・問合せは新板橋支店) 中 板 橋 弥生町 35-7 3972-3221 

大 山 
大山町 24-3 

3956-1101 赤 塚 練・北町 3-20-6 3932-4191 

大 山 駅 前 3958-2311 滝 野 川 北・滝野川 3-1-1 3918-5187 

志 村 
小豆沢 2-18-7 

3966-4181 西 池 袋 
豊・東池袋 2-61-3 

3984-5851 

志 村 坂 上 3960-3191 東 池 袋 3983-3221 

高 島 平 (受付・問合せは志村坂上支店) 山梨中央銀行 荻 窪 杉・南荻窪 1-42-15 3331-0101 

下赤塚駅前 赤塚新町 1-20-6 3931-0610 阿 波 銀 行 東 京 城 北 北・王子 2-30-3 2 階 3927-1051 

池 袋 豊・東池袋 1-5-6 3984-2131 
東 日 本 

銀 行 

中 板 橋 中板橋 8-8 3962-4501 

三 井 住 友 

銀 行 

高 島 平 高島平 1-83-1  3935-2714 板 橋 駅 前 北・滝野川 7-3-2-101 3940-7611 

板 橋 
常盤台 1-44-6 

3960-1231 池 袋 豊・池袋 2-47-3 3971-4126 

と き わ 台 3960-1205 東京スター銀行 高 島 平 高島平 8-14-11 3936-6621 

成 増 成増 2-16-1 3930-1131 大 光 銀 行 東 京 豊・西池袋 3-28-13 3988-1221 

志 村 蓮沼町 19-5 3960-4201  

信 

用 
金 

庫 

・ 

信 

用 

組 

合 

朝   日 

信 用 金 庫 

板 橋 
熊野町 11-8 3957-2101 

瀧 野 川 

信 用 金 庫 

中 板 橋 仲町 36-8 3956-3126 

赤 塚 上 板 橋 常盤台 4-20-10 3935-8411 

東京シティ 

信 用 金 庫 

池 袋 本 町 豊・池袋本町 2-39-12 3986-2831 徳 丸 徳丸 5-5-15 5399-5711 

志 村 志村 3-21-20 3967-9131 赤 羽 北・赤羽西 1-35-9 3900-7111 

東 京 東 

信 用 金 庫 

板 橋 大谷口上町 90-4 3972-7171 浮 間 北・浮間 4-13-1 3967-6241 

大 和 町 大和町 20-4 3962-0141 

巣 鴨 

信 用 金 庫 

板 橋 板橋 1-42-18 3961-1601 

東 京 三 協 

信 用 金 庫 
池 袋 豊・西池袋 5-4-6 3984-3551 

常 盤 台 前野町 6-4-14 3960-0121 

志 村 小豆沢 1-13-8 3960-2131 

西   京 

信 用 金 庫 

大 山 大山町 3-5 3956-4136 成 増 成増 3-11-3 3938-0151 

徳 丸 徳丸 1-59-7 3935-1441 東 武 練 馬 徳丸 3-2-2 3935-2111 

江 古 田 練・栄町 44-7 3993-7611 幸 町 幸町 19-3 3959-1171 

北 町 練・北町 1-30-4 3931-0131 板 橋 栄 町 栄町 19-3 3961-5111 

蓮 根 蓮根 1-28-14 3960-4271 東 新 町 東新町 2-56-14 3958-8811 

氷 川 台 練・氷川台 3-33-3 3937-0411 高 島 平 高島平 1-56-3 3937-2111 

西 武 

信 用 金 庫 
池 袋 

豊・南池袋 2-28-13 
3 階 

5955-3101 
新 高 島 平 高島平 4-23-1 5997-1211 

小 竹 向 原 (受付・問合せは東新町支店) 

東 京 

信 用 金 庫 

板 橋 板橋 2-67-8 3961-5371 商 工 組 合 

中 央 金 庫 
池 袋 豊・南池袋 1-21-10 3988-6311 

大 山 大山町 22-5 3956-1161 

志 村 小豆沢 1-11-7 3966-0136 全 東 栄 

信 用 組 合 

十 条 北・上十条 3-15-2 3908-6111 

志 村 坂 下 東坂下 2-16-4 3968-0481 下 板 橋 豊・池袋本町 4-37-9 3986-0171 

成 増 成増 1-29-7 3930-7136 文化産業信用

組 合 
板 橋 仲宿 63-10 3962-0206 

上 板 橋 桜川 3-21-11 3559-1491 

城   北 

信 用 金 庫 

上 板 橋 上板橋 1-19-20 3933-5111 中 ノ 郷 

信 用 組 合 
板 橋 蓮根 2-19-14 3966-2271 

常 盤 台 南常盤台 1-22-5 3956-1151 

志 村 坂下 2-16-8 3960-7181 大 東 京 

信 用 組 合 
常 盤 台 前野町 2-4-2 3969-2535 

赤 塚 赤塚 7-18-14 3938-1151 

浮 間 北・浮間 3-18-6 3965-1151 
東 京 あ お ば 

農 業 協 同 

組 合 

板 橋 上板橋 2-18-14 3932-1131 

十 条 北・十条仲原 3-13-1 3907-1151 赤 塚 四葉 2-8-3 3930-0115 

赤 羽 西 口 北・赤羽西 1-40-5 5993-1251 ※東京あおば農業協同組合は東京都信用保証料補助の併用利用 

（P５）の対象外となります。 巣 鴨 豊・西巣鴨 1-12-1 3915-1151 

 

～ 取扱金融機関一覧 ～ 


